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自家用有償旅客運送への多様な関係者の参画について 

 

交通空白地における自家用有償旅客運送制度（道路運送法第 78 条第２号）につい

て、「地域の公共交通リ・デザイン実現会議とりまとめ」（令和６年５月 17 日）及び

都道府県 

市 町 村 

特 別 区 



「地域の公共交通リ・デザイン連携・協働指針」(令和６年６月 28日国総モ 32号等)

に基づき、地域の輸送資源を総動員する観点から、地域の実情に応じた柔軟な活用を

促進するとともに、農業協同組合（ＪＡ）、商工会、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、

地域運営組織（ＲＭＯ）等の地域に根差した主体が、当該制度に参画することで、厳

しさを増す地域の移動手段の確保について、自ら関心を有し、その解決に積極的に意

識を持つことを促進するため、留意頂きたい事項を下記の通り示す。 

貴職におかれては、本通知を踏まえ、多様な関係者が連携・協働し、地域交通の維

持・確保、及び利便性・生産性・持続可能性の高い地域交通への再構築（リ・デザイ

ン）が図られるよう、主体的かつ積極的な対応をお願いする。 

また、貴管内の関係団体・組織、傘下の会員・企業・団体に本通知を周知頂きたい。 

 

記 

 

１．自家用有償旅客運送制度の活用 

自家用有償旅客運送については、深刻化するタクシー・バスのドライバー不足等

に対応するため、今般、以下のとおり制度の見直しが行われたところであり、本制

度を積極的に活用頂きたい。 

・ 交通空白地の定義に、夜間等の「時間帯による空白」の概念を取込み 

・ 地方公共団体等の実施主体からの受託により株式会社が参画できることを明確

化 

・ 対価の目安をタクシー運賃の約５割から約８割に引き上げ 

・ 一定のダイナミックプライシングを導入できることを明確化 

・ タクシー事業者と市町村・ＮＰＯ等との共同運営が可能であることを明確化 

・ 導入にあたって、地域公共交通会議で２か月程度協議しても結論に至らない場

合には、協議内容を踏まえ首長の責任により実施できることを明確化 

・ 発地又は着地のいずれかが運送区域内にあればよいことを明確化 

                            （資料１参照） 

 

２．多様な関係者の参画 

自家用有償旅客運送については、従来運送主体となることが多かった地方公共団

体だけでなく、農業協同組合（ＪＡ）、商工会、観光地域づくり法人（ＤＭＯ）、地

域運営組織（ＲＭＯ）等の地域に根差した主体が運送主体となることも可能である。

また、車両や運転手を運送主体に提供することにより、運送に協力・参画すること

も可能である。 

さらに、株式会社等の営利を目的とする団体も、車両や運転手等を運送主体に提

供することにより、運送に協力・参画することが可能となる。 

（資料２・「地域の関係者による連携・協働のカタログ」参照） 

  



３．相談体制の構築 

多様な関係者が参画する自家用有償旅客運送の取組を円滑に進めるため、活用可

能な補助制度や関連する法令等について相談する窓口を、関係省庁で設置している。

自家用有償旅客運送の導入等を検討するにあたり、ご不明点がある場合には、随時

相談窓口までご連絡頂きたい。 

（資料３・資料４参照） 
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資料３ 

  

備考その他

運営費用初期費用

補助上限補助率
補助対象
事業者

事業名
（委託事業含む）

省庁名 システム
経費

ドライバー
人件費

燃料費
ドライバー
等の研修
費用

システム
整備費

車両

※官民共創、交通事業者間
共創、他分野共創により地
域公共交通の維持・活性化
に取り組む実証事業に係る費
用を支援

協議会開
催に要する
経費 等

〇※〇※〇※〇※〇※〇※1億円

補助率500万円
まで定額、
500万円を超える
分は２／３ 等

交通事業者等を含む複
数の共創主体で構成さ
れる協議会や連携ス
キーム 等

共創・MaaS実証
プロジェクト

国土交通省

委託事業○○○3,000万円ー企業・団体等
地域新MaaS創出推進
事業

経済産業省

※活動計画に掲げられた取組
を実施するための実証活動等
として支援

〇※〇※〇※〇※〇※〇※

1年目：
500万円、2
年目：250
万円等

定額
市町村を構成員に含む
地域協議会

農山漁村振興交付金
（農山漁村発イノベー
ション対策）
（農山漁村発イノベー
ション推進事業（地域活
性化型）のうち活動計
画策定事業）

農水省

※下記事業については、限度
額を上乗せ

①専門人材を活用する事業
（＋500万円）

②ＩＣＴ等技術を活用する事
業（＋1,000万円）
上記（①＋②）併用事業
（＋1,500万円)

○○○1,500万円
※定額補助

集落ネットワーク圏を支
える中心的な組織
（ＲＭＯ等）

過疎地域持続的発展支
援交付金

総務省

交通分野に限らずデジタルを活
用した地域の課題解決や魅力
向上に資する取組を支援
※運営費用は事業実施初年
度に限る

△※〇
１億円
（TYPE1の
場合）

１／２（TYPE1
の場合）

地方公共団体

デジ田交付金（デジタル
実装タイプ）（デジタル
サービスに必要なシステム
整備費等に係る補助）

内閣府

自家用有償旅客運送の案件形成に係る補助制度（令和６年度）



資料４ 

 


